Organization Structure of Small Municipalities in Japan by 伊藤 修一郎 & Ito Shuichiro
自治体の組織構成　小規模町村組織を例に
著者 伊藤 修一郎
雑誌名 論叢現代文化・公共政策
巻 6
ページ 1-15
発行年 2007-10-12
その他のタイトル Organization Structure of Small Municipalities
in Japan
URL http://hdl.handle.net/2241/91618
論叢現代文化・公共政策 2007Vol．6pp，1－15   
自治体の組織構成小規模町村組織を例に  
伊藤 修一郎   
近年、自治体組織は大きな変革の潮流の中にある。合併による規模拡大が進み、新  
公共経営（NPM）と呼ばれる自治体運営手法が導入され、民間企業にならった組織  
のフラット化や動態化も流行している。こうした実務界の状況を反映して、自治体研  
究も新たな工夫の紹介や取り込みに忙しい。自治体実務の向上に資することは重要だ  
が、その基礎となる現状分析がおろそかになってはならない。今こそ地方自治体の組  
織構成はどのようになっているのか、それはどのようにして決まるのかといった現状  
の地道な観察と分析が求められる。その手始めとして、本稿では小規模な自治体組織  
を観察し、自治体組織にとって最も基礎となる構成要素（室課）は何かを確認する。  
そしてそれが、規模の拡大とともに、どのように複雑化一分化－するのかを明ら  
かにする。   
組織理論によれば、組織構成を決めるとされるのは、トップ・マネジメントの戦略、  
組織を取り巻く環境、そして組織が扱う業務の性質や組織の規模などである。これら  
のなかで本稿が扱うのは、最後に挙げた、業務の性質や規模である。以下では、関連  
する先行研究をレビューし、続いて群馬県と愛媛県の町村組織を観察する。   
町村組織を扱う意義を述べておくと、規模が小さく観察がしやすいこと、そして自  
治体の最も基本となる業務とそれを扱うサブユニットが見えてくることが挙げられ  
る。更に、町村の組織はほとんど研究されていないことも加えたい。自治体の部課の  
構成については、シンクタンクなどによって、定期的な調査が行われ、かなりのデー  
タが蓄積されている。しかし、調査対象が市、場合によっては一定規模以上の郡市に  
限定され、町村、中でも小規模な町村に関する調査は全く行われていないのが実情で  
ある。  
1．先行研究の検討  
1．1．組織構成の要素一組織デザイン諭から   
自治体組織の構成はどのようにして決まるのだろうか。自治体の組織構成に関する  
研究は限られているので、民間企業の組織理論に依拠して議論を進めていく。田中・  
日置・田尾（1989）によれば、組織構成がどのように決まるかについては、環境決定  
説（コンティンジェンシー理論）と組織デザイン論の二つの立場がある。前者は、組   
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織構造が環境条件や組織目的によって決定されるとし、後者は環境に適応した組織を  
デザインするためにはどのような知識が必要かを探求するべきだと主張する。いずれ  
も環境との関係において、組織構成をとらえようとする点では共通するが、環境決定  
説の命題に従って、環境の要請に応じて組織構造を変化させていくことは実際には不  
可能であり、そもそも環境のうちのどの要素が組織構造の効率性を決定するか特定で  
きていないため、組織デザイン論のような主張がなされるのだという。   
組織デザイン論は、組織の管理者の目的に即した議論をする。行政組織も、その構  
成が法で細かく縛られているとはいえ、管理の目的のために組織構造が成立している  
以上、組織デザインを論ずる余地がある。本節では、この組織デザイン論を中心に理  
論的検討を進めることで、小規模自治体組織を観察するための手掛かりを探していく。   
さて、桑田・田尾（1998）によれば、組織を成り立たせる外形的な枠組みとして、  
分業化の程度、統制範囲、階層数が挙げられる。まず、分業化の程度とは、どれだけ  
課業が専門分化されているかを意味する。ただし、その専門分化は本稿では外部から  
観察可能な、部や課レベルの分化のこととしてとらえ、課内の個人単位の分業は考慮  
しない。ここで分化とは、あるサブユニット（部や課）からひとまとまりの課業を担  
当する新たなサブユニットが分離することを意味する。実際には、小規模自治体にお  
いては、課長しかいない課や係長だけの係などがあり、分業ではあっても、組織の分  
化とは言いがたい例もあるが（伊藤2004）、それらも組織分化の一種として扱う。わ  
が国の自治体において、いかなる組織分化がなされているかを調査した先行研究の検  
討は節を改めて行う。   
次に紋別範囲（コントロール・スパン）とは、ひとりの管理者が統括する直接の部  
下の数である。これは分業の程度と関係がある。例えば、ある課の中で分業が進めば、  
係が増えて課長の統制範囲は広がる。統制範囲を超えて分業が進めば、新たに管理者  
を設けて統制範囲を狭めかナればならない。ここで設けられる新管理職が課長であれ  
ば、新たな課が分化することになる。   
統制範囲の実際については、田尾（1990）によれば、市では、部長の統括する課の  
数が3～7が最頻値となり、民間に比べて多い。一人の課長が統括する課員の数は、  
10～20人が最も多く、これも企業に比べて非常に多い。一般に監督できる部下の数  
が多いほど効率的とされるが、現実には自治体では中間管理者が部下の監督に費やし  
ている時間は少ないので、この管理行動論的な命題が当てはまるかどうかは疑問であ  
り、むしろ、統制範囲が大きいために十分な統制が行き届かないとすれば、市では課  
及び課員が相対的に自立的であるともいえる（田中・日置・田尾1989）。   
課と係の関係については、地方自治研究資料センター（1982）によれば、どの人口  
規模でも1課当たり2．3－2．8係となっている。例外的に人口3万人未満の市では4  
係を超える。これは小規模の市にあっても、ある程度窓口を設置しなければならない   
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ために係数が増えるためである。この調査では、1部当たり課数は3．8－5．3であり、  
対象や時期が異なるが、田尾の調査の範囲に収まっている。個別に見ると、1部に対  
して4課が一般的であるが、3万人未満の市では2課が一般的となっている。   
続いて階層数についてである。自治体組織の階層数を特定するのは難しい。首長か  
ら一般の課員までの間に多様な職が置かれているからである。地方自治研究資料セン  
ター（1982）は都市を対象にした調査で、トップから係員まで最も長い階層を具体的  
に書き出すことを要請したところ、階層数の散らばりの程度は、「かなりのもの」であっ  
たという。   
このような実態が生ずる理由は、田中・日置・田尾（1989：84）によれば、日本の  
階層が米国のような命令の体系ではなく、身分を示す体系だからである。例えば、課  
長一課長代理一係長という職の階層では、「課長代理を経由せずに係長が昇進するこ  
と」はないが、課長代理を飛ばして課長から係長に命令が下されることはある。「日  
本では身分階層としての階層という性格が強いために、ある程度の階層数を確保する  
方が選好される」という。本稿では、部長一課長一係長一課員（又はこれらに代わる  
もの）を基本的な階層としてとらえ、間に置かれた課長代理、補佐、主幹といった職  
名は考慮に入れない。   
さて、組織の分化が進んで統制範囲が広がりすぎれば、上の階層を置いて統制範囲  
を狭めることになる。例えば、課の幾つかをまとめて部を設置するわけである。既に  
その階層が存在すれば、その階層に管理者一例えば部長－を増やすことになる。  
このことからは、分業の程度と階層数や管理職の数はある程度の相関があると予想さ  
れる。   
以上の三つが組織デザインの3要素であるが、それではこの組織デザインを決める  
要因は何だろうか。次節では、規模を中心に、ドメインと技術、環境、権力ゲームな  
どを取り上げ、検討を加える。  
1．2．組織構成を決めるもの：規模   
組織デザインに影響を与える変数として桑田・田尾（1998）が特筆するのは、組織  
の成長、すなわち規模である。また、日本都市センター（1978）は、部課構成を決め  
る要因に、1）規模、2）行政需要の多寡（自然的社会的条件）、3）権能差、4）行政  
水準・整備状況、5）財政力、6）新たな行政需要への対応姿勢、7）住民対応組織の  
有無、8）権限委譲の度合い、9）都制施行の有無を挙げている。このうち、1、2、4、  
5、9は相互に高い相関があり、1によって代表されるであろう。また、3や8は1に、  
6は4に規定される可能性がある。このことからも規模が重要だといえる。   
規模と階層数及び管理者数の関係については、田中・日置・田尾（1989：72－  
105）が先行研究及びデータをもとに詳細な検討を行っている。まず、階層数につい   
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ては、外国の企業に関して「規模の増大は、構造の分化を引き起こす。ただし、規模  
が構造の分化を引き起こす効果は逓減的である」という主張があるが、わが国の自治  
体組織には必ずしも当てはまらず、その理由は前述のように階層数が身分の体系であ  
ること、部門編成の法的制約、上位政府との交渉の便宜などに由来するという。また、  
管理者数との関係については、組織規模に比例して管理者数が増大するという命題が  
妥当するとしている。彼らは、ここに組織デザインが働く余地がないかを管理者の機  
能ごとに検討しているが、本稿の目的からは、大まかに規模と階層数及び管理者数と  
の関係が成り立つ余地があることが確認できれば十分である。また、本稿では、管理  
者数を課数に置き換えて考える。   
都市を対象とした調査（地方自治協会1986：45－52）によれば、課の数、係の数  
は、人口規模に対して、増加率が逓減する割合で増加することが確認され、課数に人  
口をy＝a＋b√Ⅹで回帰させると、r＝0．89が得られるという。ただし、最低限の課・  
係数があり、小規模の市では20課、50－60係程度で下げ止まる。法的にはどの市  
も同様の仕事をしているので、小規模の市でも窓口をワンセットそろえておく必要が  
あるためである。職員数についてはこうした傾向はなく、人口1万人に対する職員数  
は80人前後で一定しているという。   
先行研究では歴史的変遷も明らかにされている。1960年（自治省調査）と1985年  
の調査結果を比較すると、部の設置団体が1960年の2割から、1985年には76％に増  
大している（地方自治協会1986）。また、日本都市センター（1987）のアンケートに  
よれば、組織改革の実施は1965年前後がピークで、8割方が組織を拡大させる方向  
のものだった。しかし、1970年代後半から、縮小させる方向が増加し、1982年度に  
は縮小の割合が拡大を超したl。   
具体的に組織図を比較してみると、人口4万人から17万人に拡大した市では、6  
課1福祉事務所26係から5部28課72係に拡大した。ちょうど組織の階層が1段階  
上がったとみることができる。例えば、総務課、企画課が総務部、企画財政部となり、  
企画調整機能が拡充された。厚生課・福祉事務所、土木課は、福祉部と建設部に格上  
げされた。逆に、人口横ばいの市では、11課1福祉事務所41係から、15課1室1福  
祉事務所53係へ増加したが、これは税務、農林、建設の各課が二つに分かれるなど、  
水平的な分化にとどまる。   
時代を遡って、日本都市センター（1978）も過去の調査との比較を行っている。  
1966年では部制は25万都市のものであったが、1976年には、5万都市にも広がった。  
課数も50％以上の増加で、細分化が目立った。本庁組織では、人員の増加を上回っ  
て課数が増加した。係数も同様の増加を見せた。過去10年の機構改革の頻度は平均3．3  
回で、新規行政需要及び事務量の増大に対応するためである。ちなみに、同センター  
は、この結果について、同規模の都市の間で、余りにも人員組織の幅が大きいと指摘し、   
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各都市の置かれた条件を最大限に考慮しても説明し切れないとしている。また、小規  
模都市においても、組織上の必要性よりも、他都市との均衡を理由として安易に部制  
施行が行われていること、中間管理層が肥大化し、管理部門の組織機構も肥大化して  
いることを問題視している。  
1．3．組織構成を決めるその他の要因   
組織構成に影響を与える変数として、規模のほかには、ドメインの決定と技術があ  
る（桑田・田尾1998）。両者は密接に関連する。ドメインとは、参加者、参加者が受  
ける誘引、組織が参加者から受ける貢献の3要素から成るものと定義されるが、平た  
く言えば、組織が活動する場のことであり、利害関係者とインプット・アウトプット  
を交わす資源を決めることにより確定する（桑田・田尾1998：68）。このドメインの  
決定により 、組織の目標が決定され、それが組織構成にも影響を与え、同時に組織が  
扱う技術も決定されることになる。逆に、組織がもつ得意技術に応じてドメインが定  
められることもある。扱う技術が大量生産に適した標準的なものなのか、それとも高  
度な技能や知識に依存するのかによって、組織の形態が集中的な意思決定か分散型の  
ものかが決まる。また、技術が求める課業の質（タスク）が単純であれば大きな統制  
範囲で多数の部下を管理できるし、複雑なタスク環境の－「では統制範囲を小さくして  
少数精鋭で対応する必要がある（桑田・田尾1998）。   
多くの場合、自治体がどのような業務を行うか、どのドメインで活動するかは、法  
梓や慣行によって決められている。そうした仕事を全くやらないということは許され  
ない。この意味では、首長にとってドメインは所与のものである。しかし、どの分野  
を重点的に行うかは首長に任されており、それが選挙の争点にもなり、総合計画や予  
算の策定過程で論議される最重要の論点である。この意味では、首長がある程度決定  
できるともいえる。公共事業を制限して福祉に特化する村、教育を重視する県など、  
現に存在する。ただし、ドメインの選択が自治体組織に与える影響についてはほとん  
ど研究されていない。   
このほか、「権力ゲーム」も組織デザイン（この場合は、管理職数）を決める要因  
のひとつとされる。すなわち、行政官、首長、議会などの集団の相互作用の結果として、  
組織構造が決定される（田中・日置・田尾1989：106）。前述のように階層が身分を表  
すものだとすれば、そこに配置される管理者数は処遇に影響される。すなわち、ポス  
ト数をめぐっては、分業の程度や統制範囲など効率化の圧力と管理ポスト増を求める  
圧力のせめぎ合いがあるといえる2。そのうえ、中央政府からの圧力もある。田中・日置・  
田尾（1989）によれば、自治体は総定員ばかりか管理職数も自由に決定できないこと、  
必要な量以上に抑制されていることがデータの検討から明らかになったという。その  
結果、管理ポスト不足に対して自治体は、給与表上の管理職（主幹、主査等）を作る   
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ことで対応している。この点は、筆者の横須賀市に対するヒアリングでも確認された。   
以上のとおり、規模やその他の要因により、階層数、統制スパンと管理者数、分化  
の度合いなど、組織構成の基本的要素が決まるとされることが確認できた。それでは、  
分化した組織の中身はどのようになるのか。単に無作為に分化するわけではなく、そ  
こにも一定の法則があるはずである。それがどのように理解されてきたかを次に検討  
する。  
1．4．組織分化の原理   
桑田・田尾（1998）によれば、組織の分化の原理には3種類がある。第1は行動に  
よる部門化で、総務、人事、経理、営業、生産などで分ける。第2に出力による部門  
化で、製品別などに分ける。これが発展すると事業部制となる。第3として地域によ  
る部門化がある。   
これを自治体組織に当てはめると、福祉や土木、衛生、商工といった行政サービス  
内容を基準とした出力による部門化が中心であるが、総務、財政、人事といった行動  
による部門化も組み合わされている。後者については、後述するスタッフ組織にも関  
連する。また、出先機関は00地域土木事務所や△△地域保健福祉事務所といった区  
分になっており、これらが本庁と比肩する程度の権能をもてば、地域による部門化の  
原理も適合的となる。しかし、まだそこまで徹底した権限委譲を行っている自治体は  
ないと思われる。   
自治体に関する先行研究ではどうか。自治体の組織構成に関する理論は、ほとんど  
ないといってよいのが現状である。この点について地方自治協会（1986）は、自治組  
織権の立場から組織編成が各自治体に委ねられたため、自治体間のバラツキが大きく  
実態把握が難しいことが理論的検討を遅らせた一因だと指摘している。特に市町村に  
ついては、地方自治法に抽象的な指針が述べられているだけで、法制上の基準はない  
に等しい。同時に、国の行政機関のあり方が地方の実情と無関係に、組織形態を制約  
することもある。その結果、必要以上に画一化したり、不当に膨張したりするのであ  
る。そこで、ここでは理論というよりは、先行研究が用いた自治体の組織構成をとら  
える分類や部門分けを見ておく。   
地方自治協会（1986）は、所掌事務を次のように分けている。課数の配分は、総務  
3剖、民生経済4剖、建設都市3剖である。都市規模の拡大に伴って総務、農林水産（経  
済の一部）は減少する。  
・総務部門：秘書、企画、総務、財政・税務  
・民生・経済部門：市民、民生、衛生、環境、経済  
・建設・都市整備部門：土木、建設、都市、下水道   
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また、日本都市センター（1987）は、自治省公務員二課『定員管理実態票』にもと  
づき、都市規模別に組織編制を類型化している。小規模から大規模団体に移行するに  
従って機能分化が進むとしているが、ここでは町村に最も近い人口5－7万人規模の  
都市のみを挙げておく。この規模の都市には、大きく三つの類型があるとされている。  
表1日本都市センターによる人口5－7万人規模都市の部門分類  
管理部門   執行部門   
市民部：市民、保険年金、環境衛生、福祉  
ロ  総務部：庶務、企画、財政、人事、        経済部：農林、土地改良、商工観光、産業振興  
税務  
建設部：都市計画、建築、都市開発、土木、下水道   
総務部：庶務、秘書、人事、税務  市民部：Ⅰの市民部と同じ  
Ⅱ       企画部：企画、財政、広報公聴  建設経済部：Ⅰの経済部＋建設部   
総務部：Ⅰの総務部＋管財  
民生部：Ⅰの市民部＋保健  
Ⅲ   企画部：ⅠⅠの企画部と同じ  
経済部：Ⅰの経済部と同じ  
建設部：Ⅰの建設部＋再開発   
出典：日本都市センター（1987：329）を一部省略  
これをみると、どの類型も大部門分類では管理部門と執行部門に分けられる。中部  
門分類をみると、企画が財政や広報公聴を引き連れて総務部から分化したタイプがあ  
る。執行部門においては、建設部、経済部は必須であるものの、市民部、民生部は重  
点の置きどころによって、選択的に編成されることを示した分類となっている。  
1．5．総務・企画系組繊の構成   
続いて、更に細かい組織構成についてみると、先行研究には総務・企画を中心とし  
たゼネラル・スタッフ（GS）系部課に言及した研究がある。   
田尾（1990）は、公民比較により、自治体のGS系部課の特徴を明らかにした。こ  
れによれば、自治体の最高会議（トップ・マネジメント）の人数の全職員に占める構  
成員比は、企業に比べて大きい。一方、本社（本庁）におけるスタッフ比は、自治体  
の方が企業より小さい。これは、本庁に現業職員もいるからである。その構成である  
が、金井利之によれば、GS系部課の編成は統合型（単一の部課にまとめた大総務部）、  
少数型（2－3の部課に統合）、分散型（多数の課・係をそのまま市長に直属、総務  
部がない）がある。通常は少数型が採られ、小規模自治体では統合型となる（日本都  
市センター1999：金井執筆箇所）。   
GS系部課の中でも政策形成組織の構成は、企画調整型（65．4％）、企画財政型  
（11．1％）、企画広報型（7．6％）、企画単独型（6．4％）、企画開発型（5．1％）となっており、  
更に事業部門に企画担当組織があるタイプ（35．7％）もあるとされる（日本都市セン  
ター1999：334）。このように、企画部門だけをとっても多様であり、類型化は一筋縄  
ではいかない。   
ちなみに、企画調整は1955年前後に普及し、縦割り行政の総合調整、地域開発、   
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町村行政から都市行政への脱皮などを目的とした（日本都市センター1978）。当時の  
企画室の分類は、開発振興型（工場誘致などを重点的に実施：75市）、企画調整型（総  
合計画、総合調整：430市）、企画総務型（企画＋秘書＋広報公聴：65市）、企画財  
政型（企画＋予算：130市）の4タイプに分けられる3。当時の問題点としては、スタッ  
フとラインが未分化であること、開発振興型だけが確固たる地位を築いていることが  
挙げられている。これは土地利用税利権が弱く、公共投資の配分計画によってのみ総  
合調整が可能であり、しかも都市計画部門は分離されているためである（日本都市セ  
ンター1978）。   
以上、市については、ある程度、その編成について把捉の方法があることが明らか  
になった。特に、GS系組織については研究の蓄積もある。また、所掌事務を手がか  
りとした分類は汎用的で、小規模組織についても適用できそうなので、次節の観察で  
利用する。  
2．小規模自治体組織の実際  
2．1．観察の視点、対象及び方法   
前節までの検討から、町村組織について、規模と階層数や課数・統制スパンとの関係  
は一般法別に当てはまるのか、都市の観察によってつくられた分類が当てはまるのか、  
組織規模を行き着くところまで切り込んでいったら何が残るのか、必須といえる課はあ  
るのかといった疑問が導かれる。以下ではこうした観点から町村組織の観察を行う。   
小規模自治体の観察に当たっては、群馬県と愛媛県の全町村をサンプルに選んだ。  
日本全体からサンプリングするのではなく、二つの県から全数を抽出したのは、県の  
影響などによって県ごとに何らかの特徴があるとしたら、その比較ができるようにと  
考えたからである。群馬県と愛媛県を選んだのは、県発行の市町村要覧等で市町村の  
組織構成が確認できる県の中から、中規模の県で、ほぼ同数の町村をもつ県を選んだ  
ためである4。データは、群馬県が1999年4月現在、愛媛県が2001年4月現在のも  
のであり、市町村合併が進んだ現在とは異なることに留意したい。   
分析方法としては、組織図に基づき課の名称を類型化し、その有無を確認して、設  
置自治体数を集計した。調査対象は一般会計に関わる室課のみとし、教育関係、議会  
関係の室課は除いた。上下水道については、企業会計ではなく一般会計の中で首長直  
属の課が設置されている場合もあるが、企業会計と区別がつきにくいので、すべて除  
外した。また、保育所、清掃センター、支所などもすべて除外した。中には、福祉機  
能や衛生業務をこうした出先機関で担う自治体もあるが、そうでないところと区別が  
つきにくいので、すべて除外した。   
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2．2．規模と課数・部制   
自治体の規模と課数との間に正の相関関係があることは、先行研究でも確認された  
ところだが、本調査でも確認できた。群馬県について、課の数と1995年の国勢調査  
人口とのピアソン相関係数（a）を取ると0．854（p＜0．00、N＝59）となった。課数と  
一般職員定数との相関（b）は0．788（p＜0．00）、一般職貝定数と人口との相関（c）は  
0．856（p＜0．00）であった。一方、愛媛県については、それぞれ、a＝0．703（p＜0．00、  
N＝58）、b＝0．789（p＜0．00）、C＝0．835（p＜0．00）であった。いずれも、非常に強い相  
関を示している。   
規模と課数の関係については、課数と人口及び一般職員定数との散布図を図1、図  
2に措いたところ、先行研究に示されたように、規模の拡大とともに増え方が逓減す  
る割合で課数が増える図が描かれた。ただし、ほぼ線形の関係といってもよい程度で  
ある。  
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最小の課数は、群馬県では4課（白沢柑、人口3，534人）であったが、愛媛県では2課（別  
子山村、人口319人）、次に少ないのが3課（魚島村、人口351人）であった。愛媛  
県の村は、人口300八白、職員数10人台の小規模自治体である。人口が群馬に比べ  
て10分の1でありながら、課数は1しか減らないという事実は、最大限切り詰めて  
もそれ以上減らせない業務とその執行体制があることを示唆する。ただし、都市を対  
象にした先行研究が、20課を下限の課数とするのとは大きな開きがある。逆に、最  
大の課数は、群馬県が大泉町（人口41，000人）で20課と突出している。これに続く  
のは、新田町（人口34，000）の13課である。愛媛県では、松前町（人口30，000）の  
11課が最大であった。   
部制を敷く町村は、愛媛県にはない。群馬県では、大泉町、新田町、草津町の3町  
が施行している。大泉町は県内最大、新田町もそれに次ぐ規模なので、群馬県内で都  
制が敷かれているのは、全体として町村の人口規模が大きいからだといえる5。  
2．3．組織分化の様懸   
それでは、課の構成の詳細を検討しよう。まず、ほぼ全ての調査対象に設置されて  
いる課から見ていく。名称別に集計すると、設置自治体数が多い課は表2のとおりで  
ある6。  
衣2 設置自治体数の多い課（名称別）  
県（総町村数）  総務課   住民課   建設課   税務課  保健福祉課   
群馬県（59）   59   52   49   49   37   
愛嘩県（58）   50   37   49   34   30  
両県ともに多いのは総務課と建設課である。群馬県では住民課や税務課も多いが、  
愛媛県の町村では設置される割合が少ない。これは全体として、愛媛県の方が群馬県  
よりも町村の規模が小さいためだと考えられる。   
実は課の名称は多様で、企画総務とか、住民福祉といった複数機能をまとめた名称、  
逆に介護や農林といった機能を絞り込んだ名称などが多数存在する。それらを取り込  
んで大括りに集計しないと、実際の姿を見誤ることになる。問題はどのような部門に  
分類するかで、措かれる姿が決まってしまうことである。そこで、1．4節で検討した  
先行研究の分類と実際の課の分布とを見比べて実態に合うよう調整し、次のようなカ  
テゴリーを立てた。   
まず、地方自治協会（1986）の分類で「総務」「企画」「財政・税務」「市民（住民）」、  
「経済（産業）」の各部門に該当するものは実際に多く見出せたので、そのまま採用す  
ることとした。秘書部門を分化させているところは両県で3課しかなかったので除外  
した。「土木」「建設」「都市」は、ほとんどの町村で未分化なので、建設系にまとめた。   
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「民生」は主に福祉、「衛生」は保健や病院、環境整備・清掃などを意味すると考えら  
れるが、民生と衛生を明確に区分すると、表2で数多く計上された保健福祉課が分類  
できない。そこで本稿では、民生に衛生のうちの保健医療関係を加えたものを福祉系  
に分類することにした。「環境」については、環境整備課が群馬県で21、愛媛県で19  
あるが、その業務はゴミ収集・清掃などであって、環境保全などに代表される環境部  
門というより衛生部門に近いと考えられる。これに加えて課数も少ないため、環境の  
カテゴリーは除外した。以上の考慮のもとで、部門別に課を分類し設置自治体数を集  
計したものが表3である。   
表3によれば、この7つの部門は概ね50を超える町村が設置しており、町村組織  
の課の構成を観察するうえで必要十分な分類だといえる。これは都市の観察から導か  
れたものとは若干異なっているが、もちろん規模が小さいためである。  
表3 設置自治体数の多い課（部門別）7  
県（総町村数）  総務系  企画系  財政・税務系  住民系  福祉系  産業系  建設系   
群馬県（59）   59   53   54   56   55   59   57   
愛媛県（58）   57   39   38   55   56   
表4 課数最小の10町村における各部門設置自治体数  
県（課数）  総務系  企画系  財政・税務系  住民系  福祉系  産業系  建設系   
群馬県（4－6）  10   8   6   8   7   10   9   
愛媛県（2－4）  10   4   0   7   6   9   9  
表3の分類はほぼどこの町村にもある部門だが、本稿の観察対象には、設置課数が  
4や5の村も含まれる。そうした組織では、7部門のうちのどこかを削る必要があるが、  
どこを残しているのだろうか。これに答えることで、最小規模の自治体でも維持され  
る必須の課・部門を見出すことができるだろう。   
課数最小の町村を10位までみると（表4）、群馬県では総務、産業、建設がほぼ必  
須といえそうである。それに続くのは企画、住民、福祉、財政・税務であり、これら  
は実情に応じて選択されているようである。愛媛県でも、総務、産業、建設が必須と  
いえるが、それ以外は、住民、福祉の順となっていて、企画、財政・税務はほとんど  
設置されていない。管理部門の優先度は低いといえる。規模が小さい愛媛県の町村で  
も総務、産業、建設が優先されるのは群馬県と同株で、住民系や福祉系のサービス部  
門よりも先に分化している。例えば、愛媛県の別子山村には、総務課と産業課しかな  
い。以上のことは、先行研究でも、人口5－7万人規模の都市において必ず観察され  
るのは総務部と建設部であって、民生部門ではないという知見（1．4節）と符合する  
ものである。   
この理由は、住民登録などの窓口業務は舵務部門に包含させているからだと考えら   
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れる。また、福祉サービスは福祉センターなどに集中させている村もある。一方、建  
設系や産業系の業務は、専門の課を分化させる方が、補助金申請に際して国や県と交  
渉するためにも、事業者に対応するためにも便宜であるという理由があると考えられ  
る。   
それでは、全サンプルを対象にして、もう少し詳しく課の構成をみていこう。まず、  
最も先行研究の蓄積が大きかった企画部門についてである。課の名称は、群馬県も愛  
櫨県もバリエーションが大きい。多様な名称の中で最多なのは、企画課（企画調整課  
を含む）である。それに続くのは、群馬では企画財政課、企画観光課、企画開発課、  
まちづくり推進課、政策推進課などである。この多様性は、町村長がどの分野に重点  
を置くかが最も顕現するのが企画部門だからだと考えられる。また、企画に財政機能  
をもたせることは、上野村の担当者によれば（伊藤2004）、機動的な対応を狙ったも  
のだという。村長からの指令を′受けるのは企画であるが、その指示の中には予算を必  
要とするものが多い。それに対応するためには、財政機能をもつことが有効である。  
更に、補助事業は補正で突然くることが多く、早い者勝ちの傾向が強い。そこで企画  
に財政があると、すばやい対応が可能になるという。愛媛県でも企画財政課が9あり、  
企画課の11や企画総務課の7と桔抗している。このほか愛媛県では企画商工課、地  
域改善課、企画情報課、情報政策課などが加わる。   
以上の観察を先行研究と照らし合わせると、企画を管理部門に置き、経済系の諸課  
を執行部門に置く大部門分類が町村組織には単純には当てはまらないことがわかる。  
大都門の分類を越えて諸機能が結びつくことが′ト規模自治体では起こりうるからであ  
る。また、町村では総務と企画が分立し町長に直属していて、金井の分類では分散型  
にもみえるが、そもそも部がないことを考慮し、課のレベルで考えれば、統合型か少  
数型といえる。この意味で、都市に関する研究の知見が適合的である。更に、あらゆ  
る機能が企画と結びつく中で、開発や産業の機能を企画に担わせることが多い印象を  
受けるのは、1．5節の開発振興型に通ずる。町村ではどうしても地域振興が最優先課  
題になるからだろう。   
続いて福祉部門である。この系統の課の名称には、保健福祉課が最も多い。衷2に  
よれば群馬で37、愛媛で30である。これらに、何らかの福祉機能を示す名称を加え  
ると、群馬で55、愛媛で51となる（表3）。設置がない町村では、住民課が担当して  
いると推測される。住民福祉課という課もあることから、住民関係業務と福祉業務と  
は親和的だと考えられるからである。この系統の課もバリエーションが大きい。保健  
（医療）・福祉（介護・高齢者）・保険（年金）・児童の組み合わせで、多数の課が設置  
されている。   
愛媛では、福祉系の課は、ほとんどが1課体制である。別に保険・年金課を置くと  
ころは、重信町しかない。これに対して、群馬では規模の拡大に応じて、2－3に拡   
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大する。赤堀町は中程度の規模の町だが、福祉、保健、国保年金、介護保険と機能を  
4課に分立させている。一方、住民課を置かないのに、保健福祉課を置いているとこ  
ろも4町村ある。福祉の業務を重視する表れだと考えられる。   
産業系の課は、産業、観光、商工、農林漁業やこれらの組み合わせなど、いろいろ  
なバリエーションのものをひとつのカテゴリーと考えると、実は最も重要視されてい  
る課といえる。群馬県ではすべての町村で設置されているし、愛媛県では3町村を除  
きすべてで設置されている（表3）。群馬県では2課以上に分化している町村が30で、  
過半数である。このうち3課を設置している町があって、それらは中之条町と新田町  
である。愛媛では2課以上の体制を組むところは11町村と多くない。このうち3課  
なのは、久万町と美川村である。   
この系統の課は、バリエーションが大きいが、その中では産業課や商工課として、  
すべての産業振興を担うパターンが多い。重点の置き方により、農林、農林水産、農  
林商工、農村整傭、林業、観光などの名称が付される。企画と組み合わされる場合も  
あり、愛媛に多い。建設と組み合わされる場合もある。   
建設系の課は必須の課のひとつである。構成としては、建設課が基本である。名称  
のバリエーションは小さい。都市計画課も群馬では16あるが、愛媛では1しかない。  
群馬では、建築、都市開発、区画整理などの単独課がある。これらは都市化の度合い  
を反映したものであろう。一方、環境・衛生の課については、数は多くないが、独立  
してこの機能をもつ課をおくところや保健と併せるところ、住民課と併せるところな  
どがある。環境整備のほかに保健環境、環境福祉、住民環境といった課も数件ずつあ  
り、市民、民生、環境、衛生といった機能が混然としていることがわかる。  
3．まとめ  
以上の観察結果から、若干の考察を行いまとめとしたい。本稿では、組織理論と都  
市を対象とした調査に導かれ、組織デザインの主要素に着目して、町村組織を観察し  
てきた。   
まず、規模と課の数の関係をみたところ、人口との関係では規模の増大に伴い逓減  
する割合で課数が増加していて、先行研究の知見が当てはまった。ただし、ほぼ線形  
に増加ルているといってもよい程度だった。都市の観察では最小限の課数は20とさ  
れたが、本稿の観察対象は最大で20課である。このような状況では、規模が拡大す  
れば、管理の効率化を考える前に必要な課をワンセットそろえようとするはずであり、  
このことが比例的に近い割合で課数の増加を生んでいるものと考えられる。おそらく、  
これ以上に規模が拡大すれば、統制範囲の拡大なども図られて、課数の増え方は逓減   
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すると思われる。   
最小とみられる課数は2－4であった。それらの課を構成するのは、総務、建設、  
産業を基本とし、選択的に住民、福祉、企画などが付加されることがわかった。建設  
や産業の系統が重視されることは、先行研究の知見と一致した。   
町村の組織構成をとらえる部門分類としては、総務、企画、財政・税務、住民、福  
祉、産業、建設に分けることによって、実態をほぼ過不足なくとらえることができた。  
これは先行研究を参考にしたが、都市の所掌事務・部門とは、若干異なっていること  
がわかった。   
GS（ゼネラル・スタッフ）系の組織については、課の名称や機能にバリエーショ  
ンが大きかったが、統合型、少数型、分散型に分ける先行研究の把握法は、町村組織  
にも有効であることがわかった。   
以上、ささやかな発見であるが、自治体組織を観察する手掛かりを見出すことはで  
きた。中でも最も意義があるのは、自治体組織の規模を最小限まで切り込んでいって  
も、依然として組織構成の多様性は残ることである。「その他すべて」の機能を担う  
総務は欠かせないとしても、次に建設をとるか、産業をとるか、もうひとつ増やせる  
としたら住民、福祉、企画のいずれをとるかといった選択の余地が残されていた。組  
織研究の関心事のひとつは、組織構成がどれほど、組織を取り巻く環境に相応してい  
るか、トップ・マネジメント層の戦略を反映しているか、それが組織の効率性に違い  
をもたらしているかといった論点である。自治体組織は法令や国の指導に縛られる部  
分が大きいと言われてきたが、本稿の観察結果は、最小の組織でさえ多様性があるこ  
とを確認した。まったく画一的なものであれば、これ以上研究する価値はないわけだ  
が、少なくともそうでないことを示せたといえる。組織環境や戦略と組織構成との関  
係を探求することは今後の課題とせざるをえないが、自治体組織についてもそうした  
探求を進める余地があることを強調して、まとめとしたい。  
注記 本稿は、日本学術振興会科学研究費補助金「まち・むらの行政組織の計量的現  
状把握」（基盤研究（C）（2）課題番号14520087、研究代表者：伊藤修一郎）の研究  
成果の一部である。また、金井利之先生及び学内の匿名査読者から貴重なコメントを  
いただいた。ここに記して感謝するとともに、今後の展開に活かしていきたい。  
注  
11984年自治省調査では、毎年3－4謝の市、1割の町村で局部課の統廃合が行われているこ  
とが確認された。中でも総務と秘書、企画と財政のような管理部門の統廃合や類似・同一目的  
の課（土木・都市計画、保険・国民年金、民生・住民など）を統合するものが多い。   
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2 ポストを自動的に与えたのでは、管理職が管理を遂行するために必要な権威を付与できな  
い。希少なポストを巡って成員間に競争がないと有効な管理はできない。同時に過度な競争は  
組織を機能するための障害となる（田中・日置・田尾1989：95－99）。  
：ミ ヵツコ内は主な機能を示す。  
●12000年の時点で群馬県が人仁I約200万人（19位）、愛媛県が人口約150万人（27位）である。  
5 なお、県内最小の上野村は、ヒアリング調査によれば、部制とはいっても事業部長は欠員  
であり、総務部長はいるが、逆に助役がいないので、部制を敷かない他の町村と階層数は同じ  
である。  
（i町民を住民に読み替えるなど、若干の幅をもたせた。  
7 企画総務、住民福祉、産業建設の各課は二つの系に二重に計上した。福祉系には住民福祉、  
保険、保健、介護等、産業系は商工、観光、農林等、建設系には建築、都市等、多様な名称を含む。  
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